
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエステル樹脂、エチレン成分および環状構造を有するオレフィンの共重合体であり
非晶性でガラス転移温度が１００℃以上であるポリオレフィン、ならびに、無機強化物質
または難燃剤を配合してなるポリエステル樹脂組成物であって、前記ポリオレフィンは組
成物全体に対し２～１５重量％含有し、前記無機強化物質または難燃剤は前記ポリエステ
ル樹脂と前記ポリオレフィンとの混合物１００重量部に対して５～１５０重量部含有する
ことを特徴とするポリエステル樹脂組成物。
【請求項２】
　請求項１に記載のポリエステル樹脂組成物を用いて成形され ことを特徴とする自動車
外板部品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、溶融安定性、耐熱性、耐候性、クリープ特性、成形収縮率、加水分解特性、機
械的特性などに優れ、低比重であるポリエステル樹脂組成物、特にポリエチレンテレフタ
レートおよびポリブチレンテレフタレートを主成分とするポリエステル樹脂組成物に関す
る。
【０００２】
【従来の技術】
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ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートを主成分とするポリエステル
樹脂とエチレン成分および環状構造を有するオレフィンとの共重合体からなるポリエステ
ル樹脂組成物は耐熱性、耐薬品特性を有し、吸水性および成形収縮率の低い樹脂として知
られている。
【０００３】
また、従来のポリエステル樹脂と環状ポリオレフィンからなるポリエステル樹脂組成物は
、ポリエステル樹脂本来の溶融安定性が低く、成形のための溶融状態での滞留時に分解し
やすいという問題を解決している。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来のポリオレフィン変性ポリエステル樹脂組成物は溶融安定性は改善さ
れるが、ポリエステル本来の性質である機械的特性が著しく劣化してしまう場合がある。
【０００５】
本明細書において溶融安定性が高いとは、後に詳述するように、キャピログラフでの滞留
時間が長い場合の溶融粘度が滞留時間が短い場合の溶融粘度に比べて十分に高いことをい
う。溶融安定性が低いと、樹脂組成物の成形の際いわゆるばりが生じ易く成形品の外観が
損なわれるばかりでなく、成形品の寸法および重量にばらつきが生じる原因にもなる。
【０００６】
自動車外板部品、例えばホイールカバーやフェンダーのような大型成形品を作るためには
大型の成形機を使用せねばならないので、必然的に滞留時間が長くなり、安定した成形品
を作るためには優れた溶融安定性が必要となる。またこれらの成形品は同時に優れた溶融
安定性が必要となる。また、これらの成形品は同時に優れた機械特性を備えていなければ
ならない。例えば、通常のガラス強化樹脂成形品の場合、引張伸びが最低で１．５％程度
以上必要となることが多い。
【０００７】
本発明は、優れた機械的特性を備えると共に、クリープ特性、耐熱性および溶融安定性を
著しく改良した低温金型成形が可能である、ポリエチレンテレフタレートまたはポリブチ
レンテレフタレートを主成分とするポリエステル樹脂組成物を提供することを目的とする
。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、前記課題を解決すべく鋭意研究を続けた結果、ポリエステル樹脂に一定量の
非晶性環状ポリオレフィンを添加することによって、

ことを見出して
本発明を完成することに至った。すなわち、本発明は、ポリエステル樹脂１００重量部に
、エチレン成分および環状構造を有するオレフィンの共重合体であり非晶性でガラス転移
温度が１００℃以上であるポリオレフィン１重量部～４５重量部を配合してなることを特
徴とする。
【０００９】
本発明に用いるポリエチレンテレフタレートは、体積比３：１の塩化メチレンおよびトリ
フルオロ酢酸中３０℃で少なくとも約０．４の固有粘度を有するものを用いるのが好まし
く、約１．２までの固有粘度を有するものを用いるのが好ましい。また、本発明に用いる
ポリブチレンテレフタレートは０．１％ｍ－クレゾール溶液を３０℃で測定した時少なく
とも０．４～１．２が好ましい。
【００１０】
非晶性環状ポリオレフィンの配合量は、得られる成形品の物性を考慮して定められるが、
ポリエステル樹脂１００重量部当たり１～４５重量部が好ましく、３～３０重量部がより
好ましい。この範囲は、ポリエステル樹脂とポリオレフィンとの混合物１００重量部に対
してガラス繊維などの無機強化物質を例えば３０重量部混合したときの成形品の引張伸び
が１．５％以上となる範囲である。
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びに、優れた溶融安定性を兼ね備えるポリエステル樹脂組成物が得られる



【００１１】
また、かかる配合は、無機強化物質または難燃剤を配合した場合には、非晶性環状ポリオ
レフィンの配合量は、本組成物全体に対して約１～２０重量％、好ましくは約２～１５重
量％となる。１重量％以下では非晶性環状ポリオレフィンによる充分な溶融安定性を得に
くく、１５重量％以上では得られる成形品の耐熱性および機械的特性の低下の原因となり
やすい。３０重量％以上添加した場合、成形品に樹脂デラミネーションが起きすくなる。
【００１２】
なお、自動車外板部品など無機強化物質または難燃剤を添加しない場合には、非晶性環状
ポリオレフィンの配合量は、ポリエステル樹脂１００重量部に対して１５０重量部程度ま
で配合することもできる。
【００１３】
本発明の組成物に含有されるガラス繊維、マイカ、ウィスカーなどの無機強化物質または
難燃剤は、ポリエステル樹脂とポリオレフィンとの混合物１００重量部に対して５～１５
０重量部配合することができる。これら無機強化物質等を配合した組成物から得られる成
形品は、溶融安定性、耐吸湿特性に優れるほか、耐熱性、合成、機械的強度にも優れたも
のとなる。
【００１４】
さらに、本発明のポリエステル樹脂組成物、特にポリエチレンテレフタレート組成物は、
低温金型成形性を向上させるため、核剤を含有することが好ましい。核剤としては、ナト
リウム化合物および／またはカリウム化合物を用いることができる。これらナトリウム化
合物およびカリウム化合物の一部または全部をタルクで置き換えても良い。この他各種の
核剤も使用することができる。また、本発明の主成分であるポリエステルの一部または全
部を、末端がナトリウムまたはカリウム化したポリエチレンテレフタレートで置き換えて
もよい。この末端処理したポリエチレンテレフタレートは、米国特許第４，４２５，４７
０号明細書に記載されたものであり、同明細書に記載の方法で製造することができる。こ
の末端ナトリウムまたはカリウム化したポリエチレンテレフタレートを使用すれば、核剤
を別に添付しなくてもよい場合もある。
【００１５】
本発明の組成物は可塑剤を特に添加しなくても良好な溶融粘度を示すが、可塑剤を添加し
て溶融粘度を調節してもよい。この他、本発明の組成物には、酸化防止剤および安定剤等
種々の添加剤を添加することができる。
【００１６】
本発明のポリエステル樹脂組成物を製造するには、溶融混練する方法が用いられ、一般に
使用されているバンバリーミキサー、押出し機、各種のニーダー等の混練装置を用いるこ
とができる。また、本発明のポリエステル樹脂組成物を製造する際の混練順序については
、各成分を一度に混練してもよく、また、ポリオレフィンをサイドフィーダーから供給し
てもよい。
【００１７】
本発明のポリエステル樹脂組成物は、溶融安定性が高いので、成形時にばりが生じにくく
なり外観が良好でありかつ寸法および重量のばらつきも少ない優れた成形品を得ることが
できる。また、本発明のポリエステル樹脂組成物は、耐吸湿性が良好なので、紙バッグを
開いた直後ポリエチレンテレフタレートペレットを乾燥なしに成形しても成形性は良好で
ありしかも強度が高く外観等にも優れた成形品を与える。
【００１８】
【実施例】
　本発明を以下の実施例および比較例によりさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの
実施例にのみ限定されるものではない。
【００１９】
　次の表に示す通りの成分を含有する実施例１～４および比較例の組成物を調製し、同表
に示す通りの物性値の測定結果を得た。
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【００２０】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２１】
　これらの実施例および比較においては下記の成分を使用した。ポリエチレンテレフタレ
ート（ＰＥＴ）は、デュポン社製のもので、固有粘度は約０．６７～０．５８である。
【００２２】
　非晶性環状ポリオレフィンとしてはエチレンと環状構造を有するオレフィンとの共重合
体で非晶性であり、ガラス転移温度が１００℃以上のものである。かかる非晶性の環状ポ
リオレフィンＣは例えばチーグラー・ナッタ触媒を使用して製造することができ、市販の
ものとして環状オレフィンコポリマー「アペル」（登録商標：三井石油化学工業（株））

。ナトリウム塩としてはデュポン社製サーリン８９２０を用いた。核組成物試
料には、この他、可塑剤および酸化剤も添加した。
【００２３】
　前記表に示す重量部の樹脂および核剤およびその他の添加剤を、タンブラーで２０分間
予備混合した後、東芝機械社製二軸押出機ＴＥＭ３５Ｂを用い２９０℃の温度で溶融混練
して樹脂組成物を得た。これらの樹脂組成物に対して東洋精機製キャピログラフを用いて
ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートについて各々２８０℃、２５
０℃で剪断応力１２１６（ｓｅｃ - 1）での溶融粘度を測定した。ここで 溶融粘度とは
、水分率が０．０２％以下のペレットを用いて滞留時間３分で測定したときの溶融粘度の
ことである。滞留時溶融粘度とは水分率が０．０２％以下のペレットを用いて滞留時間３
０分で測定したときの溶融粘度のことである。
【００２４】
滞留時溶融粘度保持率は以下の式で求められる。
【００２５】
　　滞留時溶融粘度保持率（％） （Ａ／Ｂ）×１００
　　　Ａ＝滞留時溶融粘度、Ｂ＝標準溶融粘度
　物性試験に関しては、この樹脂組成物を１３５℃で３時間乾燥した後、成形機を用いて
ポリエチレンテレフタレートおよびポリブチレンテレフタレート組成物に対して各々２９
０℃，２６０℃、金型温度１１０℃，８０℃で標準物性試験片を作製し、この樹脂組成物
の乾燥時の物性を測定した。試験方法は、引っ張り試験はＡＳＴＭ－６３８に準拠し、曲
げ試験はＡＳＴＭ－７９０に準拠し 行った。アイゾット衝撃試験はＤ－２５６に準拠し
た。
【００２６】
上記の表に示された測定結果から明らかなように、本発明のポリエステル樹脂組成物は、
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ポリエステル樹脂の優れた機械的特性、耐熱性を有し、溶融安定性にも優れた樹脂組成物
である。
【００２７】
【発明の効果】
　本発明のポリエステル樹脂組成物は、ポリエステル樹脂に所定量の非晶性環状ポリオレ
フィンを配合した

ものである。
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ことによって、優れた機械的特性および耐熱性、並びに、優れた溶融安
定性を兼ね備えたポリエステル樹脂組成物を提供することができた
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